
令和８年４月１日
仙台市

申請書提出締切 令和９年１月８日（金）

お問い合わせ:仙台市文化観光局観光戦略課
０２２－２１４－８２５９

●虚偽の内容による申請等不正な手段により交付を受けた場合は，支援金の返還を求めるととも
に，加算金の請求，事業者名の公表等の措置を行う場合があります。

様式及び必要な書類等は，下記ＵＲＬ（仙台市ホームページ）
またはＱＲコードよりダウンロードできます。
https://www.city.sendai.jp/kankokikaku/
haisuisetsubi/shien.html

環境にやさしいクリーンな
排水設備導入促進支援金

申請の手引き

↓仙台市ホームページの掲載場所はこちらです↓
仙台市ホームページ＞事業者向け情報＞経済・産業＞観光振興・MICE誘致＞
お知らせ＞環境にやさしいクリーンな排水設備導入促進支援金について
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１

環境にやさしいクリーンな排水設備導入促進支援金の概要

交付対象となる事業者

次に該当する事業者（会社法人、個人事業主）が対象となります。
（１） 旅館業のために用いる入浴施設（※１） または

公衆浴場業のために用いる洗場施設（※２）を設置している

事業者であること

※１ 水質汚濁防止法施行令別表第１（第１条関係）に掲げる特定施設の
うち、６６の３に掲げる旅館業の用に供する施設であって、ハ（入浴
施設）を設置している事業者

※２ 宮城県公害防止条例施行規則別表第１（第２条関係）に掲げる特定
施設のうち、３‐５（公衆浴場業の用に供する洗場施設）を設置している
事業者

（２） 仙台市秋保地区の名取川流域（上流部から碁石川合流前

まで）に所在し、当該河川又は下水道に排出水を排出して

いること

（３） 支援対象設備の導入に係る工事を実施する意向を有して

いること

（４） 誓約事項に同意する者であること

以下に該当する場合は、交付対象となりません。

・暴力団等と関係を有している場合

・支援対象設備について、本市が実施する他の補助金の交付決定

を受けている場合

・仙台市の市税を滞納している場合(※）

※市税の滞納の有無は、市長が申請者の同意に基づいて納税状況を調査
することにより確認します。

※なお、市税のないことの証明書が提出できない場合において、近い将来に
確実に未納額を納付する計画書の提出が確認できたときは、市税の滞納
が無いとみなします。



環境にやさしいクリーンな排水設備導入促進支援金の概要

支援対象経費

砒素及びその化合物の排水基準を遵守できる排水設備、希釈装置又は基準適合
に資する設備を導入・更新・修繕する経費、及び本支援金を活用して導入した設備
のランニングコストにかかる以下の経費が対象です。

※それぞれの経費について、上限額の範囲内で複数回に分けて申請
することが可能です。

※複数の特定事業場を所有する事業者においては、申請にあたり、
経費は合算して算出してください。

※対象設備を共有する目的で、複数の事業者で共同して事業を行う
場合は、経費を按分し、事業者ごとに申請を行ってください。

なお、次に係る経費は支援対象となりません。
・交付決定前に着手（発注、購入、契約等）したもの
・本市が実施する他の補助金を受けているもの
・自己により行ったもの
・事業実施に係る土地の取得料及び賃借料 など

支援対象設備

水質汚濁防止法や宮城県公害防止条例、下水道法で定める砒素

及びその化合物の排水基準（※１）を遵守できるよう排水を処理することが

できる排水設備（※２）、希釈装置又は基準適合に資する設備が対象です。

※１ 排水１Lにつき0.1mgが許容限度
※２ 下水道への排水を処理する設備を導入する場合、支援対象となる

設備は、下水道法に規定する『除害施設』です。

２

各種調査に要する経費調査

設計に要する経費設計

・支援対象設備及び支援対象設備を稼働させるのに必要な
付帯設備の購入・据え付け・運搬
・既存設備の撤去
・配管・配電の工事
・下水道から河川への配管切り替え工事
・既存設備の修繕に要する経費
・工事実施に必要なその他の経費

工事

本支援金を活用して導入した設備のランニングコスト
（定期点検、メンテナンス作業、部品交換等。ただし、光熱水費等は除く）

ランニングコスト



３

環境にやさしいクリーンな排水設備導入促進支援金の概要

支援金の支給額

支援金交付方法

（１事業者あたりの上限額）

① 調査費

② 設計費

③ 工事費 50,000千円

④ ランニングコスト 2,500千円

①～③については、各経費に補助率３/４を乗じた金額となります。

④については、各経費に補助率１/４を乗じた金額となります。

合計で10,000千円

確定後払いにより交付します。

※ただし、市長が業務遂行上必要があると認めるときは、

交付決定額の５割を上限に、概算払いにより交付すること

ができます。

申請手続き

１．申請期間

令和８年４月１日（水）から令和９年１月８日（金）まで

※申請期限前であっても、予算の上限額に達した場合は

募集を締め切る場合がありますのでご注意ください。

２．申請方法

郵送又は持参により申請してください。

３．郵送先（持参先）

〒980-8671 仙台市青葉区国分町３丁目７番１号

仙台市 文化観光局 観光戦略課 担当 行

４．お問い合わせ先

仙台市観光戦略課 TEL ０２２－２１４－８２５９



４

申請から支援金精算までの流れ

事業者（申請者）仙台市時期

①申請←
４月１日～
１月８日

→
→

②申請内容の審査
③審査結果を通知
（支援金の交付決定）

４月１日～

④事業着手交付決定後

（⑤支援金を請求）←
（概算払いの場合）
交付決定後
すみやかに

→（⑥支援金交付）
（概算払いの場合）
請求書受理から
30日以内

（⑦事業変更承認申請書）←
→（⑧事業変更承認通知書）

（事業内容に変更が
生じた場合）

⑨事業完了

⑩実績報告書提出←

事業完了後

30日以内 あるいは

２月26日までの

いずれか早い方

→

→
→

→

⑪事業実績の確認
（報告書精査及び現地
確認等）
⑫支援金の額の確定
⑬（確定後払いの場合）
支援金の支払
⑭（概算払いの場合）
支援金の精算

実績報告書
受領後

※様式及び必要な書類等は、仙台市ホームページでダウンロードができます。
https://www.city.sendai.jp/kankokikaku/haisuisetsubi/shien.html

★ホームページの掲載場所はこちらです★
仙台市ホームページ＞事業者向け情報＞経済・産業＞観光振興・MICE誘致＞
お知らせ＞環境にやさしいクリーンな排水設備導入促進支援金について



申請に必要な書類（調査・設計の場合）

＜調査・設計について申請する場合＞

①支援金交付申請書（様式第１号の１又は様式第１号の２）

② 支援事業計画書（様式第２号の１）

③ 収支予算書（様式第３号の１）

④ 見積書の写し

⑤申請者が法人の場合は登記事項証明書、個人事業主の場合は

個人営業証明書もしくは住民票

⑥事業所等の所有者を示す登記事項証明書、および申請者の

他に所有者がいる場合は賃貸契約書の写し

⑦申請者の他に所有者がいる場合は、すべての所有者から

支援事業に係る同意書（様式第４号）

⑧ 整備する設備の仕様等が分かる書類

⑨整備する設備の設置予定場所の現況写真等（様式第５号）

⑩ 前各号に定めるもののほか、市長が必要と認める書類

５

申請書様式に添付されている「添付書類チェックリスト」にて、
提出書類の確認をお願いします。
チェックリストは、申請書と一緒にご提出ください。



申請に必要な書類（工事の場合）

＜工事について申請する場合＞

①支援金交付申請書（様式第１号の３又は様式第１号の４）

② 支援事業計画書（様式第２号の２）

③ 収支予算書（様式第３号の２）

④ 見積書の写し

⑤申請者が法人の場合は登記事項証明書、個人事業主の場合は

個人営業証明書もしくは住民票

⑥事業所等の所有者を示す登記事項証明書、及び申請者の

他に所有者がいる場合は賃貸契約書の写し

⑦申請者の他に所有者がいる場合は、すべての所有者から

支援事業に係る同意書（様式第４号）

⑧ 整備する設備の仕様等が分かる書類

⑨整備する設備の設置予定場所の現況写真等（様式第５号）

⑩ 水質汚濁防止法第７条又は宮城県公害防止条例第28条の規定

による届出をしたことを証する書類の写し（申請日から60日以上

前の収受印を押した表紙の写し，もしくは実施制限解除の通知）

⑪下水道法第12条の４の規定による届出をしたことを証する書類

の写し（申請日から60日以上前の収受印を押した表紙の写し，

もしくは実施制限解除の通知）

⑫前各号に定めるもののほか、市長が必要と認める書類

６

申請書様式に添付されている「添付書類チェックリスト」にて、

提出書類の確認をお願いします。

チェックリストは、申請書と一緒にご提出ください。



申請に必要な書類（ランニングコストの場合）

＜ランニングコストについて申請する場合＞

①支援金交付申請書（様式第１号の５又は様式第１号の６）

② 支援事業計画書（様式第２号の３）

③ 収支予算書（様式第３号の３）

④ 見積書の写し

⑤申請者が法人の場合は登記事項証明書、個人事業主の場合は

個人営業証明書もしくは住民票

⑥事業所等の所有者を示す登記事項証明書、及び申請者の

他に所有者がいる場合は賃貸契約書の写し

⑦申請者の他に所有者がいる場合は、すべての所有者から

支援事業に係る同意書（様式第４号）

⑧ 整備する設備の仕様等が分かる書類

⑨整備する設備の設置予定場所の現況写真等（様式第５号）

⑩ 前各号に定めるもののほか、市長が必要と認める書類

申請書様式に添付されている「添付書類チェックリスト」にて、

提出書類の確認をお願いします。

チェックリストは、申請書と一緒にご提出ください。

７



申請書の記入方法（１ページ目）

点線枠の中を全て記入してください。

８

該当するものにチェックを入れてください。

導入・更新・修繕する設備の
名称をご記入ください。

見積金額のうち、支援対象経費に係る金額を
ご記入ください。

旅館名等をご記入ください。

支援事業計画書（様式第２号）で算出した交付申請額
をご記入ください。 原則、支援対象経費×３／４の金
額（千円未満切り捨て）をご記入ください。
【注意事項】
★上限額（調査及び設計10,000千円、工事50,000千円）を超過する
場合は、上限額をご記入ください。
★すでに本支援金の交付を受けている場合は、交付済額と申請額
の合計が上限額を超過しないようご注意ください

チェックを入れてください。



申請書の記入方法（２ページ目）

９

誓約事項をご確認いただき、チェック欄に
チェックを入れてください。

点線枠の中を全て記入してください。



支援事業計画書（調査・設計）の記入方法（１ページ目）

１０

申請を行う事業の概要をご記入ください。
導入・更新・修繕を行う設備が決定している場合は、当該設備のメーカーや型式、
能力等の情報もご記入ください。

該当するものにチェックを入れてください。

旅館等の名称と所在地をご記入ください。

着手予定日、完了予定日をご記入ください。

①～③には、見積書のうち、
本支援の対象となる経費について
ご記入ください。

見積書の金額と一致しているか
ご確認ください。



支援事業計画書（調査・設計）の記入方法（２ページ目）

１１

事業計画には、対象設備の導入・更新・修繕を行う工事に向けたスケジュール
についても必ず記入をお願いいたします。

①～③は、「５．見積書の金額内訳」の①～③と
一致するようにしてください。

③の金額に補助率３／４を乗じた結果、上限額
10,000,000円を超過する場合は、10,000,000円と
記入してください。

調査・設計について既に支援金の交付を受けて
いる場合のみご記入ください。

上限額10,000,000円を超過していないかご確認
ください。

市担当者から申請内容について確認させていただく場合に、
ご対応いただける方の連絡先をご記入ください。



支援事業計画書（工事）の記入方法（１ページ目）

１２

申請を行う事業の概要をご記入ください。
対象設備のメーカーや型式、能力等の情報もご記入ください。

旅館等の名称と所在地をご記入ください。

着手予定日、完了予定日をご記入ください。

①には、見積書のうち、
本支援の対象となる経費に
ついてご記入ください。

法令に定める排水基準を遵守できる設備
であるか確認するため、ご記入ください。

見積書の金額と一致しているか
ご確認ください。



支援事業計画書（工事）の記入方法（２ページ目）

１３

事業計画（予定している作業工程等）をご記入ください。

「６．見積書の金額内訳」の「①工事費（税抜）」と
一致するようにしてください。

①の金額に補助率３／４を乗じた結果、上限額
50,000,000円を超過する場合は、50,000,000円と
記入してください。

工事について既に支援金の交付を受けて
いる場合のみご記入ください。

上限額50,000,000円を超過していないかご確認
ください。

市担当者から申請内容について確認させていただく場合に、
ご対応いただける方の連絡先をご記入ください。



収支予算書の記入方法

１４

借入金以外の自己資金についてご記入ください。

借入金についてご記入ください。

今回申請する金額をご記入ください。

下記の（２）支出の合計額と一致しているかご確認ください。

上記の（１）収入の合計額と一致しているかご確認ください。



実績報告書（調査）の記入方法

１５

交付決定通知書から転記してください。

概算払を受けた場合は、その金額を
ご記入ください。
概算払を受けていない場合は、０円と
記入してください。

概算払を受けた場合は、交付決定額か
ら概算払金額を引いた額をご記入くださ
い。
概算払を受けていない場合は、０円と
記入してください。

別紙２で算出した、経費実費を
ご記入ください。

交付申請書から転記してください。

調査についてのみ申請した場合は、この様式をご利用く
ださい。
調査と設計を合わせて申請した場合は、「様式第12号の
１（設計）」をご利用ください。

交付決定通知書から転記してください。



実績報告書（調査）別紙１の記入方法

１６

旅館名等をご記入ください。

実施した事業の概要をご記入ください。

事業完了日をご記入ください。

工事の実施を見送る場合は、その理由を簡潔にご記入ください。



実績報告書（調査・設計）別紙２の記入方法

１７

設計に係る支援対象経費の実績額
をご記入ください。

調査に係る支援対象経費の実績額を
ご記入ください。

請求書の金額のうち、支援対象経
費以外の経費をご記入ください。

請求額と一致していることをご確認
ください。

「１．請求書の金額内訳」の①から
転記してください。

「１．請求書の金額内訳」の②から
転記してください。

上限額10,000,000円を超過する場合
は、10,000,000円とご記入ください。

この実績報告書で報告する事業以外で、
すでに交付決定している調査・設計事業が
ある場合は、その交付決定額をご記入くださ
い。

実績報告書「８.精算支援金額」に転記して
ください。



実績報告書（工事）別紙１の記入方法

１８

旅館名等をご記入ください。

実施した事業の概要をご記入ください。

事業完了日をご記入ください。

排水の水質に係る計量証明書 （検査機
関が発行したもの）も添付願います。



実績報告書（工事）別紙２の記入方法

１９

工事に係る支援対象経費をご記入ください。

請求書の金額のうち、支援対象経
費以外の経費をご記入ください。

上限額50,000,000円を超過する場合
は、50,000,000円とご記入ください。

この実績報告書で報告する事業以外で、
すでに交付決定している工事に係る事業がある
場合は、その交付決定額をご記入ください。

実績報告書「8.精算支援金額」に転記して
ください。

「１．請求書の金額内訳」の①から
転記してください。



よくあるお問い合わせ

２０

Q１ 申請から支援金の交付までどれくらいの時間がかかるか。

申請に不備がなければ、おおむね１か月程度で支援金が交付されます。

Q２ 砒素処理方法に指定はあるか。

水質汚濁防止法等に規定する砒素の排水基準を遵守した排水ができる砒素処理
設備であれば、その処理方法に指定はありません。
また、希釈装置の導入による排水処理も本支援の対象となります。

Q４

対象とならない経費を教えてほしい。

事業実施に伴い取得した土地の取得料及び賃借料、制度上対象外の経費（各種
税、行政手続費用、排水用途以外の設備、販売目的の設備、人件費、保険料等）、
交付決定前に着手（発注、購入、契約等）したものに係る経費、自己により行ったも
のに係る経費等は対象となりません。
判断に迷う際は、仙台市観光戦略課までお問合せください。

Q３

消費税の取り扱いはどうなるのか。

Q５

消費税分は対象とはなりませんので、消費税 を含まない形で申請をお願いします。

Q６

Q７

水質汚濁防止法や宮城県公害防止条例に定める砒素及びその化合物の排水基準
適用が猶予されている事業者も支援対象となるか？

支援対象となります。

各種調査費には何が含まれるか。

水質調査、既存設備の状況調査、現場調査など、排水設備又は希釈装置の導入・
更新・修繕を行うにあたり必要な調査を対象とします。

現在、設備導入工事をしているが、支援の対象となるか。

個別の事案についてご質問がある場合は、仙台市観光戦略課にお問い合わせく
ださい。



よくあるお問い合わせ

２１

Q13

Q10

Q11

Q９

添付書類のうち、水質汚濁防止法第７条、宮城県公害防止条例第２８条、下水道法
第１２条の４による届出をしたことを証する書類とは何か。

見積書はどのようなものでもよいのか。

詳細見積書を添付してください。原則，見積項目で一式と記載されている場合は、
その内訳書の提出が必要となります。なお，諸経費等の内訳がないものは除きます。

１事業者が複数の旅館施設を所有している場合の取扱いはどうなるのか。

経費を按分の上、事業者ごとに申請を行ってください。

複数の事業者で一つの設備を導入したい場合の取扱いはどうなるのか。

調査と設計を行う予定の場合、まとめて申請しなければならないか。

別々に申請することも、まとめて申請することも可能です。なお、申請済みの事業
が進行中（支援金精算が完了していない）場合でも、別の事業について申請すること
ができます。

水質汚濁防止法等に定める特定事業場ごとに申請いただきますようお願いいたし
ます。なお、交付金交付にあたり、経費は特定事業場ごとには算出せず、すべて合
算して算出しますのでご注意ください。

Q12

調査、設計、工事、ランニングコストそれぞれ複数回に分けて申請することは可能
です。ただし、１事業者あたりの交付上限額の範囲内での支援金交付となりますの
で、ご注意ください。
また、申請ができるのは令和9年2月26日までに実績報告書を提出できる事業に
限りますので、その点もご留意ください。

複数回に分けて申請は可能か。Q８

導入する設備の種類や排水の排出先によって、工事着手予定日の60日前までに
届出が必要となる場合があります。詳細は下記へお問い合わせください。

水質汚濁防止法
宮城県公害防止条例
下水道法 →建設局水質管理センター（TEL 022-226-5432）

→仙台市環境局環境対策課水質係（TEL 022-214-8223）



よくあるお問い合わせ

２２

導入した設備は何年使用しなければならないのか。途中で故障した場合は廃棄でき
ないのか。

事業者は、支援事業により取得・更新・修繕した設備等（以下「財産」という）を善良
な管理者の注意をもって管理するとともに、支援金交付の目的に従って効率的な運
営を図らなければなりません。あわせて、支援事業の目的外用途への転用はできま
せん。また、市長が定める期間（耐用年数期間）を経過する以前に、当該財産を処分
する必要があるときは、事前に市長の承認を得なければなりません。

Q14

Q15 ランニングコストとは、例えばどのような経費か。補助対象期間はいつまでか。

この支援金を活用して導入した設備の維持管理に要する経費として、例えば、委託
によるメンテナンス作業、定期点検、部品交換等に係る費用、あるいは汚泥の処分
費用等を想定しています。ただし、光熱水費等を除きます。

補助対象期間は、この支援金を活用して設備を導入した年度又は設備を導入した
年度の翌年度から３年間とします。

申請書等に押印は必要か。Q16

押印は不要です。


